
１．重要な会計方針

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法

（2） 棚卸資産の評価基準及び評価方法

（3） 固定資産の減価償却の方法
　定額法を採用している。

（4） 引当金の計上基準
①賞与引当金

②役員賞与引当金

③退職給付引当金

④役員退職慰労引当金

（5） 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

700,000,000 0 0 700,000,000
8,863,000 38,399,760 0 47,262,760

297,137,000 0 38,399,760 258,737,240
1,006,000,000 38,399,760 38,399,760 1,006,000,000

344,469,658 34,990,016 55,758,140 323,701,534
27,711,132 9,031,050 0 36,742,182

1,200,000,000 0 0 1,200,000,000
100,000,000 0 100,000,000 0

1,672,180,790 44,021,066 155,758,140 1,560,443,716
2,678,180,790 82,420,826 194,157,900 2,566,443,716

　職員の退職給付金の支給に備えるため、期末自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

財務諸表に対する注記

　満期保有目的の債券は、購入時の取得価額によっている。なお、償却原価法については、取得価額と債
券金額との差額について重要性が乏しいため、適用していない。

　販売用教材は、総平均法による原価法によっている。

　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する額を計上している。

　役員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する額を計上している。

投 資 有 価 証 券

小　計
特 定 資 産

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額に相当する金額を計上している。

科目
基 本 財 産

定 期 預 金
普 通 預 金

退 職 給 付 引 当 資 産
役員退職慰労引当資産
公益目的事業基金資産

小　計
合　計

運 営 資 金 積 立 資 産



３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
（単位：円）

当期末残高
（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応す
る額）

700,000,000 (700,000,000) (0) -
47,262,760 (47,262,760) (0) -
258,737,240 (258,737,240) (0) -

1,006,000,000 (1,006,000,000) (0) -

323,701,534 - - (323,701,534)
36,742,182 - - (36,742,182)

1,200,000,000 (0) (1,200,000,000) -
0 (0) (0) -

1,560,443,716 (0) (1,200,000,000) (360,443,716)
2,566,443,716 (1,006,000,000) (1,200,000,000) (360,443,716)

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）
取得価額 減価償却累計額 期末残高

123,474,783 80,183,858 43,290,925
76,861,054 67,897,702 8,963,352
798,659,025 654,970,386 143,688,639
998,994,862 803,051,946 195,942,916

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）
帳簿価額 時価 評価損益

100,600,492 101,320,000 719,508
58,136,748 54,055,000 △ 4,081,748
57,797,324 53,760,550 △ 4,036,774
82,938,052 76,860,000 △ 6,078,052
49,492,910 48,600,000 △ 892,910
100,000,000 97,440,000 △ 2,560,000
100,000,000 97,876,200 △ 2,123,800
548,965,526 529,911,750 △ 19,053,776

６．その他

種類及び銘柄

公 募 10 年 債 （ 10 年 ） 第 809 回
公 募 10 年 債 （ 10 年 ） 第 832 回

合　計

利 付 国 債 （ 20 年 ） 第 155 回
利 付 国 債 （ 20 年 ） 第 136 回
利 付 国 債 （ 20 年 ） 第 144 回
利 付 国 債 （ 20 年 ） 第 127 回
利 付 国 債 （ 10 年 ） 第 363 回

建 物 附 属 設 備
什 器 備 品
ソ フ ト ウ エ ア

合　計

投 資 有 価 証 券

小　計

運 営 資 金 積 立 資 産

合　計

科目

正味財産増減計算書について、経常外費用の「固定資産除却損」に一括して表示していた「建物附属設備
除却損」「什器備品除却損」を、当期より区分して計上している。

公益目的事業基金資産

科目

特 定 資 産
退 職 給 付 引 当 資 産

役員退職慰労引当資産

小　計

基 本 財 産
定 期 預 金

普 通 預 金


